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本ガイドは減塩に取り組む事業者において効果的な目標を設定し、その社会的インパ
クトを見積もるとともに、成果を「見える化」するための考え方や手順について、当該
事業者にとって参考となる情報を示すことを目的としています。 

減塩を目的とした製品改良または製品開発（以下、製品改良等）を検討している食品
関連事業者を対象としています。 

本ガイドは本編と資料編から構成されています（図1）。本編は3章構成で、第1章では
事業者による自主的な減塩活動の重要性について、社会全体の栄養改善と事業者の実行
可能性の両側面から示しています。第2章では自社の目標設定の参考としていただける
よう、実現可能で段階的な目標設定のポイントを整理しました。第3章では減塩活動の
組織体制を検討するため、社内の体制整備と外部機関との連携について記載しました。
資料編では製品の減塩化に向けた参考資料として、食品関連事業者が設定した減塩目標
について、海外5社（資料1）と国内3社（資料2）の事例を紹介しています。 

本ガイドの内容の一部は、海外の食品関連事業者による減塩目標の設定に関する文献
レビューおよび本ワーキンググループで独自に実施した質問票調査（以下、独自調査）
1)、ならびに海外における食品関連事業者向けの減塩支援ガイドに関する文献レビュー
2)の結果を参考にしました。 
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図1．本ガイドの構成 



 

 

1. 公衆衛生上の目標と事業者の実行可能性の両立を図る。 

2. 政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者の行動特性などを総合的に
考慮して目標を設計する。 

3. 透明性の確保、モニタリング体制の整備、進捗状況の公表など、補完的で実効
性を高める取組も重視する。 

1. 技術的な可能性や人的・経済的資源などの要因を考慮し、製品改良等が可能な
製品から着手する。 

2. 国民の食塩摂取量に大きく影響する製品を対象とする。 

3. 対象製品のカテゴリー、割合、販売量などを具体的に示す。 

4. 対象製品を訴求型、非訴求型のどちらにするかを決定する。 

1. 実行可能な範囲から着手する。 

2. 各国の制度や基準を参考にする。 

3. 算出方法や評価方法を理解する。 

1. 自社製品の売上加重平均ナトリウム含有量を算出する。 

2. その削減量や削減割合を検討し、対象製品全体の方針を決定する。 



 

 

 

1. 自社製品が該当する加工食品または料理カテゴリーを特定する。 

2. 該当カテゴリーにおけるポイント（ナトリウム含有量が多いほどポイントは高
い）を確認し、ナトリウムのポイント分布から自社製品の位置を把握する。 

3. より健康的な製品を目指すため、ナトリウム削減の程度を検討する。 

1. 対象製品の規模や削減目標の程度に応じて柔軟に設定する。  

2. 段階的な減塩を前提に、無理のない期間を設ける。 

3. 中間評価年を設定し、必要に応じて目標を見直す。  



 

 

日本人の食塩（塩化ナトリウム）摂取量は徐々に減少傾向
にあるものの3, 4)、世界的に見て依然として高い水準にありま
す5)。2023年における日本人 （20歳以上）の平均食塩摂取量は
9.8g/ 日 で あ り 6) 、 こ れ は 世 界 保 健 機 関 （ World Health 

Organization: WHO）が推奨する5g/日7)の約2倍に相当します。 

食塩の摂取源に関する研究では、調味料類、特に醤油や味
噌の寄与が大きいことが示されています。日本人20～69歳の
男女各190名を対象とした研究では、総食塩摂取量に占める調
味料類の割合が男性で62%、女性で63%と最も高く、次いで魚介類が男女ともに7%を
占めていました8)。また、40～59歳の日本人1,145名を対象とした別の研究では、醤油
（寄与率20％）、スープ（16％、うち味噌汁は9.7%）、魚介類 ・水産加工品（15％）、漬
物（9.8％）が、主な食塩摂取源として挙げられています9)。 

食塩の過剰摂取は高血圧につながり、心疾患や脳卒中などの心血管疾患の主要な危険
因子となります。こうした背景を踏まえ、厚生労働省が示す「健康日本21（第三次）」
では、2032年度までに食塩摂取量の平均値を7g/日まで減少させるという目標が掲げら
れています10)。 

この目標の達成に向けては、消費者の意識向上や栄養教育の取組だけでは限界があり
ます。事業者は製品の提供を通じて消費者の食環境に働きかける立場にあり、製品の減
塩を進めることは、消費者の減塩に貢献する有効な手段となります。 

本章では、事業者が自主的に製品の減塩に取り組むことによって国民全体の食塩摂取
量がどのように変化し得るのか、また、こうした取組が事業者にもたらすインセンティ
ブについて考えます。 

 

事業者による自主的な製品改良等が食塩摂取量や健康に及ぼす影響について、いくつ
かの研究成果が報告されています。たとえばDötsch-Klerkら（2022）は、ユニリーバ社
が設定した独自の栄養素基準に基づいて製品改良等を行った場合に、イギリス、フラン
ス、アメリカ、ブラジル、中国の5か国における国民の栄養素摂取量がどのように変化
するかを推定しました11)。その結果、食品・飲料の改良により、エネルギー、ナトリウ
ム、飽和脂肪酸、糖質の平均摂取量を最大30%削減できる可能性が示されました。なお、
この基準はWHOの推奨値に基づいており、食塩については1日5ｇ未満となるよう設計
されています。 

またTrieuら（2021）は、オーストラリアにおける製品改良等によるナトリウム削減



 

 

の健康影響をモデル化し12)、国内で設定された製品中ナトリウムの再配合に関する目標
を完全に達成した場合、心血管疾患、慢性腎臓病、胃がんの罹患数が年間約1,920件、
死亡数が約510人、健康寿命の損失が約7,240年分減少する可能性を示しました。 

これらの結果から、加工食品の減塩は、社会全体に大きな公衆衛生上のインパクトを
もたらす重要な取組であるといえます。日本においても、厚生労働省は2022年３月、食
塩の過剰摂取などの課題に対応するため、「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチ
ブ」を立ち上げました13)。このイニシアチブでは、産学官等の連携により、食塩の過剰
摂取等の課題に対して取り組むべき効果的な方策について検討し、実装することを目指
しています。 

このように、事業者が製品改良等に取り組むことは、社会全体へのインパクト
必要不可欠なものです。各事業者ができることから着実に取り組むことで、国民全

体の食塩摂取量の低下とそれに伴う健康改善に、継続的かつ大きな貢献が期待されます。 

 

 

近年、事業者の評価においては、Environment （環境）、Social （社会）、Governance

（ガバナンス）を意味するESGの観点が重視されるようになっています。このうち、食
品・飲料製造業者においては、「Social」に位置づけられる健康・栄養分野への対応が注
目されており、自主的な減塩活動もその一環として評価されつつあります。 

オランダの非政府組織であるAccess to Nutrition Foundationは、「Access to Nutrition 

initiative （ATNi）」を立ち上げ、過栄養と低栄養という栄養不良の二重負荷や、それに関
連する疾患の予防に向けて、食品・飲料製造業者の取組を評価する「Global Access to 

Nutrition Index （グローバル・インデックス）」を開発し、その結果を公開しています14)。
世界の投資家は、このグローバル・インデックスに基づく事業者評価に注目しており、
投資判断におけるリスクと機会の評価材料の一つとしています。 

2024年度のATNiグローバル・インデックス報告書14)によれば、減塩に関連する製品群
を有する26社のうち19社が減塩目標を設定しており、このうち6社は複数の栄養素に関
する自社基準を達成するための包括的な目標の一部として減塩目標を設定していまし
た。ただ、14社は目標を公表していましたが、その進捗を年次報告書など外部から検証
可能な形で明確に示している事業者は限られていました。 

こうした状況の中で、誰でも閲覧可能な年次報告書などに明確な目標と達成状況を記
載することは、健康・栄養分野におけるESG評価の向上につながると期待されます。そ
れが投資の増加、減塩製品の売上拡大、製品改良等におけるイノベーションの促進、さ
らには消費者からの信頼の向上といった好循環を生み出す可能性があります（図2）。こ



 

 

のような好循環は、明確で分かりやすい目標を提示することが出発点となります。 

図2．減塩活動に向けた事業者のインセンティブの好循環（イメージ） 

 

独自調査に回答した海外の食品関連事業者のうち1社および1つの事業者団体は、減塩
への取組をESGの観点から持続可能性や投資リスク・機会評価の一環として重視してい
ると回答しました （表1）1)。社内全体で減塩の製品改良等に取り組むためには、国民の
食塩摂取量への影響を念頭に置きつつ、自社にとってのインセンティブを共通認識とし
て社内で共有することが重要です。 
 



 

 

表1．減塩の取組のインセンティブに関する事業者の実際の声 

 減塩活動を通して消費者の健康的な食生活に貢献することで、持続可能性に関
する社会的評価が高まる。 

 投資家が事業者の減塩活動を重視しているため、自社の戦略とESGレポートに
減塩への取組を明記して評価を得る。 

 ATNiの評価に基づいて投資が増加することを想定し、減塩活動を行っている。 



 

 

減塩のための製品改良等に向けた目標を設定する際には、
「SMARTの法則」 （Specific :具体的、Measurable :測定可能、
Achievable :達成可能、Relevant :適切、Time-bound :期限付
き）が有用です15)。まず、日本および世界における食塩摂取量
の目標を把握しておきましょう（表2）。 

2023年の日本人 （20歳以上）の食塩摂取量は9.8g/日となっ
ています6)。日本人の食事摂取基準（2025年版）では、食塩摂
取の目標量を成人男性で7.5g/日未満、女性では6.5g/日未満と設定し16)、健康日本21 （第
三次）では、2032年度までに成人の食塩摂取量の平均値を7g/日とすることを目標とし
ています17)。日本高血圧学会は、高血圧患者における減塩目標として、6g/日未満を推奨
しています18)。また、世界の成人の平均食塩摂取量は10.8g/日ですが5)、WHOは5g/日未
満を推奨しています7)。 

これらの食塩摂取量の目標を参考に、自社の状況を考慮しつつ減塩目標を設定するた
めのポイントを紹介します。 

表2．国内外の食塩摂取量の目標

厚生労働省 日本人の食事摂取基準（2025年版）16) 男性:7.5g/日未満 

女性:6.5g/日未満 

日本高血圧学会 高血圧管理・治療ガイドライン202518) 6g/日未満 

（高血圧患者対象） 

WHO ガイドライン7) 5g/日未満 

 



 

 

 

減塩のための製品改良等に向けた目標設定には、公衆衛生上の目標と事業者の実行可
能性の両立が求められるため、様々な手法が組み合わせて用いられています。以下に、
主要な分類軸に沿って代表的な目標設定手法を整理します1, 19)。 

 

製品単位 個別製品ごとに目標を設定する。基準が明確で管理しやすい
が、企業の製品改良等や味の調整に制約が生じやすい。 

製品カテゴリー単位 パンや即席麺、ソーセージなどのカテゴリーごとに目標を設定
する。カテゴリー内の技術的・味覚的特性を反映できる。 

製品全体 企業が販売する製品全体で目標を設定する。企業が柔軟に対応
でき、全体の改善を促進できる。 

 

食塩のみ 食塩のみを対象とする。単一指標で管理しやすく、技術的ハー
ドルも比較的低い。 

複数の栄養素 食塩に加え、糖類、飽和脂肪酸、エネルギー量なども対象とす
る。健康的な食環境の整備に有効だが、達成や評価の複雑性が
増す。 

 



 

 

目標のタイプ

上限値 製品や製品カテ
ゴリーごとに、
ナトリウム含有
量の上限を設定
する。 

 理解しやすい。 

 開発・実施・モニタ
リングがしやすい。 

 ナトリウム含有量
が最も多い製品に
優先的に対応でき
る。 

 すでに目標を下回ってい
る製品には、さらなる削減
のインセンティブが働き
にくい可能性がある。 

単純平均 対象製品群のナ
トリウム含有量
の単純平均が一
定の基準値以下
となるよう設定
する。 

 実施やモニタリン
グがしやすい。 

 ナトリウム含有量の多い
製品に焦点が当たらない。 

 売上の少ない製品の減塩
が、全体の進捗として過大
に評価されることがある。 

売 上 加 重
平均 

製品ごとの売上
比率を反映した
加重平均のナト
リウム含有量が
基準値以下とな
る よ う 設 定 す
る。 

 売れ筋製品の改良
をより促進できる。 

 売上データの収集にはコ
ストがかかる。 

 社会的に弱い立場の人々
が多く消費する製品が十
分に考慮されない可能性
がある。 

相 対 削 減
率 

基準年のナトリ
ウム含有量に対
して、一定割合
の削減を目標と
する。 

 理解しやすい。 

 各社の現状に応じ
た柔軟な目標設定
ができる。 

 カテゴリー単位でのモニ
タリングや評価が難しい。 

 特定のカテゴリーで減塩
が進んでも、他のカテゴリ
ーで進んでいない場合、全
体の成果として評価され
にくくなることがある。 

 



 

 

参照基準

栄養プロファイ
リングモデル 

食品の健康度を総合的に評価す
るポイントに基づいて、ナトリウ
ム含有量の基準値を設定する。 

WHO欧州地域事務局のモデ
ル20) 

ナトリウム特化
基準 

ナトリウムに特化した基準を製
品群ごとに設定する。 

WHOのGlobal Sodium Benc

hmarks （グローバル・ベンチ
マーク）21) 

このように、減塩の目標設定は、政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者
の行動特性などを総合的に考慮して設計する必要があります。また、目標の設定とその
実施にあたっては、内容の透明性の確保やモニタリング体制の整備、進捗状況の公表と
いった補完的で実効性を高める取組も重要です。資料編では、海外5社と国内3社による
減塩目標設定の事例を掲載しています。 

 

  

1. 公衆衛生上の目標と事業者の実行可能性の両立を図る。  

2. 政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者の行動特性などを総合的に
考慮して目標を設計する。 

3. 透明性の確保、モニタリング体制の整備、進捗状況の公表など、補完的で実効
性を高める取組も重視する。 



 

 

 

対象製品については、技術的な可能性や人的・経済的資源など様々な要因を考慮し、
製品改良等が実現可能な製品から着手することで、より高い実現性が期待できます。こ
の前提のもと、国民の食塩摂取量に大きく影響する製品カテゴリー、たとえば自社製品
の中でも売上げが高い製品を対象とすることが効果的です22)。また、対象製品のカテゴ
リーや全体に占める割合、販売量（売上）などを具体的に示すことで、より明確な目標
設定が可能になります。目標は外部の人々にも分かりやすい内容にすることが重要です。 

製品改良等には、食塩含有量の削減を消費者に訴求するもの（訴求型）と、訴求しな
いもの（非訴求型）があります15)。マーケティング戦略と実現可能性を踏まえ、両タイ
プの製品に対して計画的に取り組むことが推奨されます。これらの方針は、製品改良等
の開始前に決定しておく必要があります。 

 

1. 技術的な可能性や人的・経済的資源などの要因を考慮し、製品改良等が可能な
製品から着手する。  

2. 国民の食塩摂取量に大きく影響する製品を対象とする。 

3. 対象製品のカテゴリー、割合、販売量などを具体的に示す。 

4. 対象製品を訴求型、非訴求型のどちらにするかを決定する。 



 

 

 

製品中のナトリウム含有量の設定は、減塩に向けた製品改良等の方向性を決める重要
なステップです。政策や技術的な可能性を踏まえ、事業者は実行可能かつ効果的な目標
を設定する必要があります。 

減塩の取組を進めるにあたっては、まず実行可能な範囲から着手することが重要です。
わずかな減塩からでも取り組むことで、改善のきっかけが生まれ、着実な進展につなが
ります。 

また、各国の制度や基準を参考にすることで、より現実的かつ透明性のある目標設定
が可能になります。たとえば日本の食品表示基準（栄養強調表示）では、「減塩」など
の表示を行うには、食品100g当たりのナトリウム量を120㎎以上、かつ25%以上 （醤油
では20％以上、味噌では15%以上）低減する必要があります23)。さらに、日本高血圧学
会が作成している減塩食品リストにおいては、全面的に減塩された製品の減塩率は25%

以上35%未満となっています24)。海外の事例としては、カナダのガイダンスにおいて、
2009～2010年の売上加重平均ナトリウム含有量を基準に、2016年までに約25～30%の
削減を目標とする設定が示されました25)。 

このように、根拠に基づくナトリウム含有量の設定は多様ですが、具体的な算出方法
や評価方法を理解することが重要です。そこで、売上加重平均ナトリウム含有量の算出
方法や、栄養プロファイリングモデルの活用についても詳しく紹介します。 

 

 

1. 実行可能な範囲から着手する。  

2. 各国の制度や基準を参考にする。 

3. 算出方法や評価方法を理解する。 



 

 

売上加重平均ナトリウム含有量は、製品ごとの販売量（売上）を考慮して平均ナトリ
ウム量を算出する方法で、カナダのガイドでも推奨されています2, 25)。販売数が多い製
品の影響を大きく反映できるため、消費実態に即した評価が可能です。 

 

図3．売上加重平均ナトリウム含有量の計算手順 

＊食塩相当量で表示されている場合はナトリウム含有量に変換する。

ナトリウム含有量（ ） 食塩相当量（ ）
 



 

 

図4．売上加重平均ナトリウム含有量の計算例 

 

 

1. 自社製品の売上加重平均ナトリウム含有量を算出する。 

2. その削減量や削減割合を検討し、対象製品全体の方針を決定する。 

カナダ政府が売上加重平均ナトリウム含有量の計算ツールを提供しています26)。 



 

 

栄養プロファイリングモデルは、疾病予防や健康増進を目的として、食品・飲料の栄
養成分を総合的に評価する科学的手法です27)。健康的な食品の開発・流通・利用を促進
するため、諸外国では食品の栄養価に応じて食品をランク付けする際に、栄養プロファ
イリングモデルが活用されています。日本では2024年に日本版栄養プロファイリング
モデルの初版が開発され、市販される加工食品や料理に適用可能な加工食品版28)および
料理版29)が提案されました。 

これらのモデルでは、エネルギー、飽和脂肪酸、糖類、ナトリウムが摂取制限すべき
栄養素（制限栄養素）とされる一方で、果物類・野菜類・種実類・豆類・きのこ類・藻
類、ならびにたんぱく質および食物繊維は摂取推奨すべき食品群または栄養素（推奨栄
養素）として評価されます。加工食品や料理に含まれるこれらの食品群や栄養素の量に
応じてポイントが付与され、ナトリウム含有量が多いほどポイントが高くなります（表
3）。総ポイントが低いほど、「健康的」と評価される仕組みです。 

表3．加工食品版におけるナトリウム量に対するポイントa 

0 ≤103 11 >1,133 21 >2,163 

1 >103 12 >1,236 22 >2,266 

2 >206 13 >1,339 23 >2,369 

3 >309 14 >1,442 24 >2,472 

4 >412 15 >1,545 25 >2,575 

5 >515 16 >1,648 26 >2,678 

6 >618 17 >1,751 27 >2,781 

7 >721 18 >1,854 28 >2,884 

8 >824 19 >1,957 29 >2,987 

9 >927 20 >2,060 30 >3,090 

10 >1,030     

a Takebayashiら（2024）28)のTable 3を改変。 

b  加工食品の場合:mg/100gまたは100ml、料理の場合:mg/1食。 

現時点では、日本版モデルが日本の代表的な加工食品や料理の多様性を完全に網羅し
ているわけではないため、今後の改訂が期待されます。自社製品のポイントをより健康
的な値とするよう製品改良等を進めることで、特にナトリウムのポイントを下げること
につながるため、減塩の取組に活用することが可能です。 



 

 

以下のページでは、加工食品版と料理版の概要と、ナトリウム含有量の設定に関する具
体例を紹介します。 

 

 

1. 自社製品が該当する加工食品または料理カテゴリーを特定する。 

2. 該当カテゴリーにおけるポイント（ナトリウム含有量が多いほどポイントは高
い）を確認し、ナトリウムのポイント分布から自社製品の位置を把握する 

3. より健康的な製品を目指すため、ナトリウム削減の程度を検討する。 



 

 

NPM-PFJ 1.0 28) 

NPM-PFJ （1.0）は、加工食品をその特徴に応じて独立した
食品群に分けて評価しており、食品製造事業者の工夫次第で、
より評価の高い加工食品の開発に貢献できると考えられま
す。このモデルは日本食品標準成分表に収載されている加工
食品のうち、調味料・香辛料、油脂類、アルコール飲料、幼児
食を除外した668種類を元に開発されており、表4に示す食品
カテゴリーに当てはまる加工食品に適用することが可能で
す。 

表4．日本版栄養プロファイリングモデル加工食品版(NPM-PFJ (1.0))の 

食品カテゴリーa 

の食品カテゴリー

1 お茶、麺類（生・ゆで）、米加工品、小麦加工品、卵加工品、乳
製品、ヨーグルト、その他飲料

2 大豆加工品（固形）、種実加工品

3 畜肉加工品、チーズ類、粉ミルク、アイスクリーム、クリーム、
洋菓子

4 麺類（乾麺）、野菜加工品（漬物）、魚介類（乾物・塩辛・漬
物）

5 いも加工品、野菜・果物加工品（缶詰・冷凍・ ジュー
ス）、きのこ加工品、藻類加工品

6 果物加工品（ドライフルーツ、ジャム）、和菓子、飴

a Takebayashiら（2024）28)のTable 5を改変。 



 

 

表5．食品カテゴリー別ナトリウムのポイントの分布a 

最大値 30 30 21 30 30 6

75パーセンタイル 4 2 6.75 20 0 0

中央値 1 0 2 13 0 0

25パーセンタイル 0 0 0 7 0 0

最小値 0 0 0 0 0 0

a Takebayashiら（2024）28)のFigure 3を改変。なお、Figure 3は外れ値を除いた値で図を示しているため、外れ値のある

カテゴリーについては表中で示した値と一部数値が異なる。 

  

 

 

① 自社の対象製品は白菜の漬物（ナトリウム量 700mg/100g）である。表3か
ら、6ポイント（ナトリウム>618および≦721mg/100g）に相当する。 

② 表4から、対象製品はカテゴリー４に該当する。表5から、カテゴリー４の
ポイントの中央値（25、75パーセンタイル）は、13 （7、20）であった。自
社製品のポイントは、カテゴリー４の25パーセンタイル値よりも低い。 

③ カテゴリー４の中ではナトリウム含有量は低い方であったが、より健康的
な製品を目指して5ポイントの最大値、618mg/100gに近づける。 



 

 

NPM-DJ 1.0 29) 

NPM-DJ （1.0）では、料理を主食、副菜、主菜、複合料理（副
菜と主菜で構成する料理）、主食付き複合料理に分類していま
す。料理版は単独では摂取しない調味料（みそ、しょうゆ等）
や調理油等も含め、食品を組み合わせた「料理」として包括的
に評価できることが大きな特⾧です。これにより、既存の栄養
プロファイリングモデルでは概ね低評価となる調味料や調理
油等を、他の食品との組合せによって包括的な評価に組み込
むことができます。 

  

 

 

① 自社の対象製品は天ぷら鍋うどん（汁も全て摂取の場合: ナトリウム量
1,350mg/食）である。表3から、ポイント13 （>1,339および≦1,442mg/食）
に相当する。 

② 表6から、対象製品は主食に該当する。表7から、主食の中央値（25、75パ
ーセンタイル）は、3.0 （1.0、9.5）であった。自社製品のポイントは、主
食の最大値よりも高い。 

③ 主食の中ではナトリウム含有量は高い方であった。しかし、製品のおいし
さは保つ必要がある。おいしさを保ちながらもより健康的な製品を目指し
て、まず12ポイントのナトリウム量の範囲（>1,236および≦1,339mg/食）
に近づける。 



 

 

表6．日本版栄養プロファイリングモデル料理版(NPM-DJ（1.0))のカテゴリーa 

主食 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる: 

米類（めし）、パン（菓子パンを除く）、麺類、その他の
穀物 

副菜 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる: 

野菜、いも類、大豆以外の豆類、きのこ類、海藻類、種実
類 

主菜 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる: 

肉類、魚類、卵類、大豆・大豆製品 

複合料理（副菜と主菜で
構成する料理） 

・主材料重量の2/3以上含まれる食品がない 

・主食が0.5サービングb未満 

主食付き複合料理 ・主材料重量の2/3以上含まれる食品がない 

a Tousenら（2024）29)のTable 1より改変。食事バランスガイドの料理に基づき分類されている。 

b 1サービングは、主材料に由来する炭水化物約40g。 

 

表7．料理カテゴリー別ナトリウムのポイントの分布a 

最大値 27.0 9.0 5.0 14.0 30.0 

75パーセンタイル 9.5 4.0 3.0 8.5 9.8 

中央値 3.0 2.0 2.0 6.0 8.5 

25パーセンタイル 1.0 1.0 2.0 5.0 7.0 

最小値 0.0 0.0 1.0 2.0 4.0 

a Tousenら（2024）29)のFigure 3より改変。なお、論文Figure 3は外れ値を除いた値で図を示しているため、外れ値のあ

るカテゴリーについては表中で示した値と一部数値が異なる。 

 
 



 

 

WHOは2021年に食品カテゴリー別に設定されたナトリウ
ム基準値 （グローバル・ベンチマーク）を公表しました21)。こ
れは、41か国と1つのWHOサブ地域におけるナトリウム削減
目標を収集 ・分析した結果に基づき、国際的に参照される基準
として設定されたものです。 

基準値の設定にあたっては、WHO地域栄養プロファイリン
グモデルの開発に関連した作業を参考にしつつ、食品の分類
体系が整理されました。各国の目標値の傾向から代表的な食品カテゴリーが抽出され、
最終的に18の主要カテゴリーと97のサブカテゴリーで構成されています。 

WHOは非感染性疾患の予防策の一環として、2025年までに世界の食塩摂取量を相対
的に30%削減し30)、最終的に1人当たりの1日の摂取量を5g未満にすることを目指して
います7)。こうした目標を達成するため、食品のナトリウム含有量の削減が国際的に求
められており、グローバル・ベンチマークはその取組の指標として活用されています。 

これらの基準値は、各国の政策立案や戦略策定を支援するだけでなく、事業者が自社
製品の改善や見直しを行う際の参考にもなります。また、民間セクターと国際的な連携
を図るための共通の出発点としても位置付けられています。 
 



 

 

製品改良等によりどの程度の減塩が期待できるか、または実際に達成されたかを示す
には、製品ごとの相対的減塩量を算出することが有効です。相対的減塩量を明示するこ
とで、各製品が減塩にどの程度貢献しているかを「見える化」できます。 

ベースラインに対する減塩率を決定した後、改良製品の販売により、どれだけの食塩
削減が実現するかを推定します。この算出には、ベースライン時の食塩相当量、減塩率、
改良製品の販売数が必要です。 

相対的減塩量は、以下の式で求められます: 

 

実際の事例として、日本高血圧学会が承認する「減塩食品リスト」に掲載された製品
群において相対的減塩量の推定が行われています （図5）31)。同リストは2013年に作成
され、2024年度までに42社・296製品が掲載されており、2013年から2024年までの累
積相対的減塩量は10,834トンに達しています。 

図5．減塩食品リスト掲載品の相対的減塩量（日本高血圧学会が示した図31)を改変） 

相対的減塩量 ベースライン時（対照製品）の食塩相当量（ 製品重量）
改良製品の減塩率（ ） 販売実績（個数）



 

 

事業者が製品を減塩した場合、それが国全体の食塩摂取量にどのくらい影響するのか
を明らかにするには多くの時間や費用がかかるという課題があります。このような課題
に対して、ユニリーバ社はシミュレーションモデルを使い、製品の減塩で食塩摂取量が
どのように変わるかを推定しました。この分析手法は、製品改良等による社会的な効果
を検討するうえで、他の企業にとっても参考になります。 

たとえばDötsch-Klerkら （2015）32)は、1人当たりの1日の食塩摂取量について、短期
的な目標を6g、⾧期的な目標を5g（WHOの推奨量）と設定しました。また、この目標
に合うように、製品カテゴリー別のナトリウム基準値を設定しました。この基準は、ユ
ニリーバ社の社内基準だけでなく、イギリスなど各国政府の基準や、国際的な栄養プロ
ファイリングモデルに用いられている基準に基づいて作られています。 

また、この基準値が国際的に適用可能かどうかを確かめるために、オランダ、スペイ
ン、ギリシャ、アメリカ、南アフリカ、中国の6か国について、日常の食事メニューの
例を作成し、それぞれの食習慣に当てはめて検証しました。その結果、食品や料理ごと
に、目標達成のために必要なナトリウム量の目安が推定されました（表8）。 

さらに、アメリカ、イギリス、オランダの調査データを使って、「もし複数の事業者
がこの基準に沿って製品を減塩すれば、国民全体の食塩摂取量はどれくらい減るか」を
シミュレーションしました。その結果、1日6ｇを目指す場合は平均で約25％、5gを目指
す場合は約30％の削減が可能と推定されました。特に、5g目標では、1人1日あたり1.8

～2.2gもの減塩が見込まれました。 

日本の事業者にも、このような分析方法を活用することが期待されます。たとえば、
国内の平均的な食塩摂取量や、健康日本２１（第三次）17)や日本人の食事摂取基準 （2025

年版）16)といった公的な目標と組み合わせて考えることで、自社製品の減塩が社会にど
れくらい役立つかを定量的に示すことができます。 
 



 

 

表8．食品または料理別のナトリウム基準32) 

一般的な基準 1.6mg/kcal 

100mg/100g 

1.3mg/kcal 

100mg/100g 

パンとシリアル 375mg/100g 375mg/100g 

サンドイッチ/ロール 1.6mg/kcal 1.4mg/kcal 

（非）加工肉、肉製品、肉
代替品 

675mg/100g 675mg/100g 

（非）加工魚、魚製品 340mg/100g 340mg/100g 

チーズ（製品） 900mg/100g 675mg/100g 

主菜 1.6mg/kcal 1.6mg/kcal 

副菜 250mg/100g 250mg/100g 

ソース 540mg/100g 340mg/100g 

ドレッシング エマルジョ
ンタイプ（マヨネーズな
ど） 

1,080mg/100g 750mg/100g 

ドレッシング  水ベース
（ケチャップなど） 

1,080mg/100g 750mg/100g 

調味料（ハーブ、スパイス、
マリネなど） 

360mg/100g 265mg/100g 

スープとブイヨン 360mg/100g 265mg/100g 



 

 

スナック（甘味、塩気のも
の、アイスクリームを含
む） 

1.6mg/kcal または 

100mg/100g 

300mg/100g 

スプレッドと調理用製品
（マーガリン、バター、炒
め物や揚げ物用の油脂製
品） 

1.6mg/kcal または 

720mg/100g 

1.3mg/kcal または 

470mg/100g 

 



 

 

 

減塩の取組を着実に進めるためには、「どこまで減らすか
（目標値）」だけではなく、「いつまでに達成するか（目標時
期）」を明確化することが重要です。実施期間と目標達成年の
設定は、現実的かつ持続可能な減塩の道筋を描くうえで不可
欠であり、進捗管理や社内外への説明責任の観点からも有効
です。 

本節では、実施期間と目標達成年の設計にあたっての基本
的な考え方や、国内外の政策例を紹介しながら、自社の実情に応じた現実的な期間設定
のポイントを解説します。 

期間の設定は、対象製品の規模や食塩含有量の削減程度に応じて検討します。たとえ
ば健康日本21 （第三次）では、2024年度から2032年度までの9年間で国民の平均食塩摂
取量を7g/日とする目標が掲げられています17)。また、国際連合の持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals:SDGs）では、2015～2030年の15年間の⾧期目標
が掲げられています33)。海外の減塩ガイダンスでは、段階的な取組が可能な期間が設け
られています。たとえばアメリカでは2.5年22)、イギリスでは4年（2020～2024年）34)、
カナダでは5年（2020～2025年）25)といった実例があります。 

こうした政府や国際機関の期間設定を参考にしつつ、自社の状況に応じた段階的なア
プローチを設計することが重要です。進捗の確認のために中間評価年を設け、必要に応
じて目標の見直しを行うことで、より現実的かつ効果的に減塩を進めることができます。 

1. 対象製品の規模や削減目標の程度に応じて柔軟に設定する。 

2. 段階的な減塩を前提に、無理のない期間を設ける。 

3. 中間評価年を設定し、必要に応じて目標を見直す。 

 



 

 

減塩のための製品改良等を行う際には、食品の安全性（抗菌効果など）や
製造上の機能性を確保するため、一定の食塩濃度が必要とされる場合があり
ます。こうした条件を満たしながら減塩を進めるために、これまで様々な技
術的な工夫が行われてきました。 

代表的なアプローチの一つが、塩化ナトリウム（通常の食塩）の一部を塩
化カリウムなどに置き換える「代替塩」の活用です。世界各国で導入が進め
られており、たとえばアイルランドでは、加工食品の一部で減塩が難しいこ
とを踏まえ、カリウムベースの代替塩の利用を促進するため、政府が最適な
利用方法に関するガイドラインを示しました35)。ただし、塩化カリウムには
特有の苦みがあるため、味の調整が必要です。カラギナンの併用や配合比率
の工夫によって、風味の改善が図られています36)。 

企業による独自技術の開発も進んでいます。たとえばアーラ社では、プロ
セスチーズの製造で用いる乳化塩の代替品を開発し、減塩と品質保持の両立
を実現しました37)。日本国内では、味の素株式会社の 「やさしお®」が塩化カ
リウムを活用した製品の一例として知られています38)。 

なお、カリウムを多く含む製品の使用には注意が必要です。特に腎機能が
低下している方ではカリウムの排出が難しく、高カリウム血症を引き起こす
リスクがあります。このため、製品に含まれるカリウム量の表示や、該当す
る消費者への注意喚起が重要です。 

また、香味素材を活用した減塩の工夫も注目されています。ユニリーバ社
では、野菜・ハーブ・スパイスの配合によって風味を高め、食塩の使用量を
抑える取組を進めています 39) 。さらに、国際的な事業者連合である
International Food & Beverage Alliance （IFBA）においても、塩化カリウムの
活用に加え、香りやハーブ、スパイスによる風味づけが効果的な減塩手法と
して示されています40)。 

このように、新しい技術の導入や、伝統的な食材の活用によって、風味を
損なわずに減塩を進める工夫が可能となることが見込まれます。今後の製品
改良等において、こうした取組がますます重要になると考えられます。 



 

 

事業者が減塩に向けた製品改良等に取り組むためには、社内の組織体制の整備が不可
欠です。すでに製品改良等の体制が整っている場合でも、定期的な見直しや更新を行う
ことが重要です。また、外部機関との連携も鍵となります。目標値の設定を外部機関と
共有することで、より現実的かつ実行可能な目標設定が可能になります。 

製品改良等においては、減塩と味の維持との両立が大きな課題ですが、外部機関との
情報交換を通じて、課題解決に向けた知見を得ることができます。以下に、独自調査に
基づく社内体制と、連携が期待される外部機関の例を示します。 

 

独自調査では、減塩に関する社内の目標設定や戦略立案は、製品企画 ・開発部門が担
っている事例がみられました。一方で、事業者団体などの
社外組織が、個々の事業者の減塩に関するコミットメント
や年次報告をとりまとめる役割を担う例も確認されまし
た。 

図6に、減塩のための社内体制の一例を示します。製品企
画・開発部門が中心となって減塩目標を設定し、事業戦略
案を作成します。これを経営層が承認することで、事業と
しての製品改良等が実行されます。 

製品改良等のための社内体制が未整備である場合や、体制の強化を目指す場合には、
事業者団体への参画を通じて、他の事業者と減塩目標を共有しながら、組織体制の構築
に関する支援を受けることが有効です。図7は、そうした事業者団体を活用した組織体
制の一例を示しています。事業者団体は、各事業者の減塩実施の進捗を報告する年次報
告書等をとりまとめ、目標や成果を社会に公表します。国際的な例として、IFBAも事業
者連合としての減塩へのコミットメントを表明し、各事業者の成果を公表しています40)。 

事業者にはそれぞれ独自の組織体制がありますが、自社の既存体制に即した形で製品
の減塩に取り組むことが重要です。そのうえで、より効果的な体制を構築するためには、
継続的な体制の見直しと改善を図ることが求められます。 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7．事業者団体を活用した減塩の組織体制の一例 

 

図6．減塩推進のための社内組織体制の一例 



 

 

 

効率的かつ実効性のある減塩の取組を進めるためには、行政機関や専門団体など外部
機関との連携が欠かせません。特に、政府の減塩方針や地域の食塩摂取状況などを把握
するうえで、行政との連携は重要です。また、減塩に積極的に取り組む団体と連携する
ことで最新の知見や具体的な手法について助言を得ることができ、事業の推進に役立ち
ます。 

本ガイドでは、①行政や事業者間の連携を促進する政府主導のイニシアチブと、②減
塩製品の開発や認定において連携が可能な２つの外部機関の活動を紹介します。 

「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」は、2021年の東京
栄養サミット2021における日本政府のコミットメントや、同年6月に公表された「自然
に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」の報告書15)を踏まえて、
2022年3月に発足しました13)。このイニシアチブは、個々の事業者や団体だけではなく
産学官等が連携し、誰もが自然に健康になれる食環境づくりを実現することを目指して
います。2024年度までに42の事業者が参画しており41)、日本における食環境改善の重要
なプラットフォームとなっています。 

本イニシアチブでは、「食塩の過剰摂取」を優先的な栄養課題と位置づけ、産学官等
が連携して減塩対策に取り組んでいます。具体的には、以下のような活動を行っていま
す。 

産学官等が連携し、具体的な行動計画を策定することで、食環境改善に向けた取組を
加速させています。 

科学的根拠に基づく栄養プロファイリングモデルを構築し、製品の栄養価を総合的に
評価することで、消費者への情報提供に役立てます。 

消費者にとって効果的な訴求方法や販売方法など、減塩対策の有効性を検証するため
の多施設検証を実施します。 

金融機関を含む産学官等の関係者間で情報交換の機会を設け、最新の知見や事例を共
有することで、減塩事業の促進を図ります。 
  



 

 

本イニシアチブではSDGsやESGに関する専門家を招き、食品製造や販売による社会
的影響について参画事業者が検討する機会を支援しています。今後、関連政策に沿った
SMARTな行動目標を表明することを目的に、参画事業者が関係省庁と連携するための
さらなる機会が設けられる予定です。これらの取組は、WHOの非感染性疾患対策に関
する報告書において、世界に詳しく紹介すべき優良事例として紹介されました42)。 

東京栄養サミット2021 日本政府のコミットメント（一部抜粋）  

 

 

特に以下の取組により、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ (UHC) の重要な部分と
して、ライフコースを通じた持続可能な社会の基盤となる、誰一人取り残さない日本
の栄養政策を更に推進する。 

 

 食塩の過剰摂取、若年女性のやせ、経済格差に伴う栄養格差などの課題に対応す
ることによる、産学官等が連携した健康的で持続可能な食環境づくりの推進を含
む主要な栄養政策パッケージを展開する。 

 これらの取組の進捗状況と成果を2023年から毎年公表する。 



 

 

日本高血圧学会は、国民の減塩を推進するため、多岐にわたる活動を行っています。
2005年に発足した減塩・栄養委員会は、2020年に名称の変更とともに改組され、4つの
方針のもと活動しています44)。 

政府、自治体、産業界に対して働きかけ、食塩摂取量の減少を目指します。 

集団レベルで、高血圧患者、市民、国民に対して働きかけます。 

高血圧患者、家族、医療従事者に働きかけます。 

ホームページや小冊子などを通じて、上記３つの活動を支援します。 

2019年に、「日本高血圧学会減塩推進東京宣言–JSH減塩東京宣言–」を発表し、 「6gを
目指した6つの戦略」を基に活動を展開しています。その一環として、減塩食品開発を
奨励するため、本学会が定めた基準を満たす製品を減塩食品リストに掲載しています。
掲載製品は年々増加し、2024年度には26社の107製品が掲載され、これにより年間1,156

トンの食塩削減に貢献しました。また、2015年より、減塩食品リストに掲載された中で
特に減塩に貢献した製品に「減塩食品アワード」を授与しています。 

自治体との連携も積極的に行っています。具体的には、北海道増毛町での減塩の取組
があげられます45)。同学会の開発支援のもと、海に面した地域の食文化に合わせた味付
けで、平均的な醤油製品より食塩が大さじ1あたり1g少ない増毛醤油が2018年に開発さ
れました。増毛醤油を使用したレシピの提案などを通じて、減塩に貢献しています。日
本高血圧学会では2019年から「高血圧ゼロのまち」モデルタウンを募集し、減塩をはじ
めとする自治体での高血圧対策を支援しています46)。増毛町もこのモデルタウンに認定
されました。 

 



 

 

国立循環器病研究センターは、「塩をかるく使って美味しさを引き出す」をコンセプ
トとした 「かるしお」プロジェクトを展開し、循環器疾患の予防および健康寿命の延伸
を目指しています47)。退院後の患者や一般市民が実践しやすい減塩レシピの提案や、料
理教室の開催、そして減塩レシピコンテストのS-1g(エス・ワン・グランプリ)大会の企
画など、様々な取組を通じて減塩の普及啓発を行っています。 

減塩食の選択肢を広げるため、事業者との連携も積極的に行っています。2014年から
始まった「かるしお認定制度」では、弁当・定食、単品・総菜、調味料類、加工食品、
水産物などの塩蔵品の区分で基準が定められ、国立循環器病研究センターによる厳格な
審査を経て、認定されると「かるしお認定マーク」を製品に表示することができます。
この認定マークは、医療機関から認定されたおいしさの証としての消費者の信頼獲得、
新たな顧客層の拡大、市場への訴求、かるしおプロジェクトのユニットとしての宣伝に
つながっています。2024年度までに45社から申請された120種類を超える品目が認定さ
れ、売り上げ規模は20億円を超えるなど、大きな成果を上げています48)。かるしお事務
局では、認定後の製品についても継続的にフォローアップを行い、ブランド価値の維持
に努めています。 



 

 

 海外の大手食品関連事業者による減塩目標設定の事例を紹介します （資料表1）。各社
の取組は、対象製品の範囲や対象栄養素の種類、参照する基準、実施期間が多様です。
また、食塩のみを対象とする目標から、飽和脂肪酸や添加糖など複数の栄養素を含む目
標まで様々です。基準については、政府推奨のものを活用する場合と、事業者が独自に
設定したものを用いる場合があります。 

 

Arnott’s Group 49) 

 2025年までにオーストラリアおよびニュージーランド市場で、①自社製品の3分の1

以上が政府推奨の栄養プロファイリングモデル「Health Star Rating」50)で3.5以上の評
価を得ること、②製品の半数以上が食塩、飽和脂肪酸、添加糖の削減や、全粒穀物、食
物繊維、たんぱく質の強化といったポジティブな栄養特性を備えることを目標としてい
ます。2024年4月時点で、①に対しては35％、②に対しては50.2％を達成しています。 

Aldi

 イギリス政府が策定した「2024年減塩目標（Salt Reduction Targets for 2024）」34)に
定められた食品カテゴリーの上限値に対し、2020年から2024年までの期間に、95%以
上の自社ブランド製品が基準に適合することを目指しています。対象栄養素はナトリウ
ムのみです。2023年時点では、全自社製品のうち84%がすでに基準を満たしています。 

Nestlé 52) 

 2021 年から 2025 年までを目標期間とし、以下の 8 つの製品カテゴリー（植物由来

ミール製品、ピザ、冷凍調理済み食品・レシピミックス・常温保存食品、即席麺、ス

ープ、ブイヨン・乾燥調味料、ケチャップ、マヨネーズ・ドレッシング）において、

販売量の 90%以上が社内で定めた減塩目標を達成することを目指しています 52)。これ

らの減塩目標は、WHO の Global Sodium Benchmarks21)を参考に、ネスレが独自に設

定しています。 

Bel 53) 

 子どもやその家族を対象とした製品群について、2017年から2025年までを目標期間
とし、80%以上が自社の栄養プロファイリングモデル「Bel Nutri+」54)に準拠することを
掲げています。対象栄養素には、食塩、総エネルギー、たんぱく質、飽和脂肪酸、カル
シウム、添加糖が含まれています。 
  



 

 

McCain Foods 55) 

 自社ブランドのポテト製品および前菜製品について、2018年から2025年の間に売上
加重平均でナトリウム含有量を15%削減することを目標としています。なお、特定の減
塩基準は設定していません。2024年時点で前菜製品ではすでに6.5％の削減を達成して
いる一方、ポテト製品では0.7％の増加となっており、製品カテゴリー間で進捗に差が
見られます。 

  



 

 

資料表1．減塩目標設定の海外事例 

ア ー ノ ッ
ツ・グルー
プ49) 

自社製品 食塩、飽和脂
肪 酸 、 添 加
糖 、 全 粒 穀
物 、 食 物 繊
維、たんぱく
質 

製品の 1/3以上
がHSR3.5以上;
製品の 1/2以上
がポジティブな
栄養特性 

HSR （NPM ;
オーストラ
リア・ニュ
ージーラン
ド食品基準
機関）50) 

2021～ 

2025 

ア ル デ ィ
51) 

自 社 ブ ラ
ンド製品 

食塩 製品の95%以上
が基準に準拠 

Salt reducti

on targets 

f o r  2 0 2 4

（イギリス
政府）34) 

2020～ 

2024 

ネスレ52) 8製品カテ
ゴリー 

食塩 各カテゴリーで
総販売量の90%

以上が基準に準
拠 

自社の減塩
目標52) 

2021～ 

2025 

ベル53) 子 ど も と
家 族 を 対
象 と し た
製品群 

食塩、総エネ
ルギー、たん
ぱく質、飽和
脂肪酸、カル
シウム、添加
糖 

製品の80%以上
が基準に準拠 

Bel Nutri+

（NPM）54) 

2017～ 

2025 

マ ッ ケ イ
ン・フーズ
55) 

ポ テ ト お
よ び 前 菜
製品 

食塩 売上加重平均で
ナトリウム含有
量を15%削減 

なし 2018～ 

2025 

HSR:Health Star Rating System、NPM:栄養プロファイリングモデル（Nutrient profiling model） 

 



 

 

 国内でも減塩の取組が広がっており、減塩対象製品と食塩含有量の具体的な基準、実
施期間・目標達成年を明確に表明した事業者がいくつか存在します（資料表2）。 

 

 

 味の素株式会社は、2030年度までに10億人の健康寿命を延伸するため、減塩製品と
たんぱく質摂取に役立つ製品を年間4億人に提供することを目標としています56)。うま
味やだしをきかせた“おいしい減塩”を提案するため、「Smart Salt® （スマ塩®）」プロジ
ェクトを実施し、海外にも展開しています。 

 

 キッコーマン株式会社は、国内醤油市場において減塩製品の需要が高まっていること
を背景に、家庭用醤油製品における減塩製品の売上構成比を2024年度までに25%、2030

年度までに35%にすることを目標としています57)。減塩製品の販売を促進することで、
日本人の食塩過剰摂取の課題解決に寄与することを目指しています58)。 

 

 株式会社ローソンは、３つの基軸（糖質コントロール、食塩コントロール、たんぱく
質の摂取）から健康関連商品を開発しました59)。2021～2022年度までに全ての商品の1

食あたり食塩相当量を3g以下に抑えること、および2019～2021年度までに主食の定番
メニューを中心に最大30％（平均20％）減塩することを目標としました60, 61)。2023年
度からは、健康10テーマに食塩コントロールを含めて目標達成に向けて取り組んでいま
す62)。 

 これらの事業者の他にも、減塩に意欲的に取り組む事業者は多くあります。たとえば
株式会社ファミリーマートが開発し販売している減塩ドレッシングは、日本高血圧学会
減塩委員会主催の第5回JSH減塩食品アワードにおいて、減塩の推進に優れた成果を上
げた製品として金賞を受賞しました63)。 

 



 

 

資料表 ．国内事業者の減塩目標

味の素 

株式会社 

1) 栄養価値を高めた製品の
うち、「おいしい減塩」「た
んぱく質摂取」に役立つ製
品を年間4億人に提供する

。 

2) 食塩を含め栄養価値を高
めた製品の割合を60%に
する 。 

1) 2021～2030 

2) 2021～2030 

10億人の健康寿命延
伸の実現に貢献する
ことを表明した。お
いしい減塩を提案す
る「Smart Salt （スマ
塩）®」プロジェクト
を 海 外 で 展 開 し た
56)。 

キ ッ コ ー
マ ン 株 式
会社 

国内の自社醤油製品（家庭用）
における減塩製品の売上構成
比を下記にする 。 

1) 25% 

2) 35% 

1) 2022～2024 

2) 2022～2030 

国内の醤油市場にお
いて、減塩製品の需
要が高まっている。
自社の目標を表明し
てこの動向を加速さ
せ、食塩の過剰摂取
の課題解決に寄与す
る こ と を 目 指 し た
58)。 

株式会社
ローソン 

1) 全ての商品の1食あたりの
食塩相当量を3g以下に抑
える 。 

2) 主食の定番メニューを中
心に最大30％（平均20％）
減塩する 。 

3) 食塩コントロールを含む
健康 テーマに該当する
商品の売上を 千億円にす
る 。 

1) 2021～2022 

2) 2019～2021 

3) 2023～2025 

３つの基軸（糖質と
食 塩 の コ ン ト ロ ー
ル、たんぱく質の摂
取）を中心に、健康関
連 商 品 を 開 発 し た
59)。2023年度からは、
健康10テーマに食塩
コ ン ト ロ ー ル を 含
め、目標達成に向け
て取り組んでいる。 
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